
定 6,000 10,000 11,000指標値
1

実　績 9,378 10,496 －－－成　果（効果･予測）

・情報提供や相談・講座などを通して、子育て家庭の育 名称 子育て相談（内容別件数） 単位 件
　児不安等の軽減や親子の交流などが図られます。 活

内容説明 子育てに関する相談の受付件数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 1,000 1,200 1,200指標値
2

実　績 1,289 1,204 －－－

名称 子育て講座参加者数 単位 組
活

内容説明 子育て支援センター主催の子育て講座に参加した親子組数動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

・相談や交流を望んだ親子が、気軽に立ち寄り、安心し 標 予　定 70 110 110指標値
　て子育てを楽しめる環境づくりが必要です。 3

実　績 105 104 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

指定管理者と密に連絡調整を行うとともに、利用者の利便性向上に努め、特色のある講座やイベントの開催

、事業の周知を行うことで、地域子育て支援施設としての一層の充実を図ります。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9300

一般会計

事務事業名 子育て支援センター運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 政策調整係 平澤　成一

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 将来を切りひらくことのできるこどもが育つまち

総合計画体系 施策分野 こども・若者

めざす姿 安心してこどもを産み育てることができている

児童福祉法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成11年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

０歳から就学前児童並びにその親、子育て支援者等 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 17,100 17,100 17,100

人件費 2,307 2,410 2,410

目　的 総事業費 19,407 19,510 19,510

子育て支援センターで子育てサロンの開設等により、子 8年度事業費（予算額）財源内訳
育て家庭の育児不安等の軽減を図り、安心してこどもを 国支出金 5,700

産み育てることができるまちの実現につなげます。 県支出金 5,700

手段、手法【実施手法：指定管理 】 市債 0

・子育て家庭の親子が、子育てに関する相談をしたり子 その他 0

  育ての情報を得たり、気軽に他の親子と交流できる場 一般財源 5,700

  所を提供します。 合　計 17,100

・子育てに関する情報提供、育児相談・サロンの運営や ３.活動内容
　子育て講座などを開催します。 名称 子育て支援センター利用者数 単位 人
・地域の子育てサークルを支援し、様々な場所で子育て 活

内容説明 常設子育てサロンを利用した親子数　支援を受けられる環境を整えます。 動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　



度 6年度 7年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
児童福祉法に定める地域子育て支援拠点事業に位置付けられており、市が関与する必

要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 子育てサロンの利用者は増加を続けており、十分に成果を上げています。引き続き、

ＳＮＳ等による事業の周知などについて指定管理者と協議してまいります。
Ｂ Ｂ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

5年度 6年度 7年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
指定管理による定められた予算の範囲で、適正に事業を実施しています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
子育て家庭に利用していただく施設であり、利用者に負担を求めるものではありませ

ん。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報誌の発行や地域の子育てサークルの育成など、地域社会に十分配慮した事業を展

開しています。
Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

5年



件数 単位 件
　育成や健康の増進に寄与しています。 活

内容説明 医療機関で受診した延べ件数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 499,090 550,541 526,967指標値
2

実　績 542,055 518,059 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

・経済的な理由により、受診を控えることがないよう、 標 予　定指標値
　今後も本制度を安定的に継続させていく必要がありま 3

実　績 －－－　す。

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

今後も、等しく医療を受けられる環境を提供し、子どもの健全な育成や健康推進を図ります。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
13075

一般会計

事務事業名 子ども医療費助成事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 平澤 成一

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 将来を切りひらくことのできるこどもが育つまち

総合計画体系 施策分野 こども・若者

めざす姿 安心してこどもを産み育てることができている

大和市子ども医療費助成条例

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 一部有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成07年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

０歳から高校卒業相当年齢までの子ども 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 1,135,461 1,113,311 1,123,756

人件費 23,070 24,096 24,096

目　的 総事業費 1,158,531 1,137,407 1,147,852

子どもに係る医療費を助成することで、その健全な育成 8年度事業費（予算額）財源内訳
や健康の増進を支援し、安心してこどもを産み育てるこ 国支出金 161,500

とができるまちの実現につなげます。 県支出金 197,905

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・子ども医療証を交付し、医療機関での通院、入院に その他 0

　ついて保険適用分医療費の自己負担額を助成します。 一般財源 764,351
合　計 1,123,756

３.活動内容

名称 医療証交付児童数 単位 人
活

内容説明 医療証を交付した児童数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 34,231 34,174 34,051指標値
1

実　績 34,229 34,019 －－－成　果（効果･予測）

・子育て世帯の経済的負担を軽減し、子どもの健全な 名称 受診



度 6年度 7年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
次世代を担う子どもたちの健康を保持するために、市が関与する必要性が高い事業で

す。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 令和５年４月に所得制限を廃止し、さらに令和５年８月に対象児童を高校卒業相当年

齢まで引き上げ、成果を上げています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

5年度 6年度 7年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
事業費は診療報酬に基づくものであり適正です。人件費は業務執行に必要な人数であ

り、適正な水準と判断します。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
子どもの健康増進と子育て世帯における経済的負担を軽減するためには、現制度の受

益・負担は適正と判断します。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまと・ホームページ等で積極的に情報提供を行っています。

Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

5年



容説明 医療機関で受診した延べ件数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 52,140 54,206 50,564指標値
2

実　績 51,672 49,871 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

・ひとり親家庭等への経済的支援として、今後も引き続 標 予　定指標値
　き適正に助成を行う必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

医療保険制度や県の制度改正等に対応しつつ、現状を継続していきます。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
13307

一般会計

事務事業名 ひとり親家庭等医療費助成事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 平澤 成一

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 将来を切りひらくことのできるこどもが育つまち

総合計画体系 施策分野 こども・若者

めざす姿 安心してこどもを産み育てることができている

大和市ひとり親家庭等医療費助成条例

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 一部有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成04年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

ひとり親家庭等の父または母（もしくは養育者）とその 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
児童 事業費 136,433 137,205 137,177

人件費 4,614 4,016 7,217

目　的 総事業費 141,047 141,221 144,394

ひとり親家庭等に対し医療費を助成することで、ひとり 8年度事業費（予算額）財源内訳
親家庭等の生活の安定と自立を支援し、安心してこども 国支出金 0

を産み育てることができるまちの実現につなげます。 県支出金 63,638

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・申請により、認定を行い、医療証を交付します。 その他 0

・保険診療の医療費のうち自己負担額を助成します。 一般財源 73,539
合　計 137,177

３.活動内容

名称 対象者数 単位 人
活

内容説明 対象者の人数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 3,659 3,599 3,463指標値
1

実　績 3,463 3,308 －－－成　果（効果･予測）

・ひとり親家庭等の経済的負担を軽減し、福祉の増進が 名称 受診件数 単位 件
　図られています。 活

内



度 6年度 7年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

5年度 6年度 7年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮

Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

5年



件
　もに、地域の子育て支援の輪が形成されます。 活

内容説明 保護者等からの相談件数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 10,000 11,000 13,000指標値
2

実　績 11,332 12,964 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

・相談や交流を希望する親子が、気軽に立ち寄り、安心 標 予　定指標値
して子育てを楽しめる環境づくりが必要です。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

各こどもーるのサービス水準を維持向上するため、委託法人と密に連絡調整を行うとともに、特色のある講

座やイベントを開催することで、地域子育て支援機能のより一層の充実を図ります。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
15180

一般会計

事務事業名 つどいの広場事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 政策調整係 平澤　成一

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 将来を切りひらくことのできるこどもが育つまち

総合計画体系 施策分野 こども・若者

めざす姿 安心してこどもを産み育てることができている

児童福祉法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成19年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

乳幼児（０～３歳児）とその保護者 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 28,744 29,626 31,673

人件費 4,614 4,819 4,819

目　的 総事業費 33,358 34,445 36,492

つどいの広場を市内各所で運営することで、子育て中の 8年度事業費（予算額）財源内訳
親の育児不安等の軽減を図り、安心してこどもを産み育 国支出金 10,464

てることができるまちの実現につなげます。 県支出金 10,464

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

子育て中の親子の交流等の場を提供するとともに、子育 その他 0

てに関する相談、地域の子育てに関する情報の提供、子 一般財源 10,745

育てに関する講習の実施を行います。 合　計 31,673

３.活動内容

名称 「こどもーる」来場者数 単位 人
活

内容説明 来場した保護者と子どもの延べ人数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 80,000 85,000 88,000指標値
1

実　績 85,361 87,668 －－－成　果（効果･予測）

・子育て中である親の育児不安等の軽減が図られるとと 名称 「こどもーる」相談件数 単位



度 6年度 7年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
児童福祉法に定める地域子育て支援拠点事業に位置付けられており、市が関与する必

要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 市民へ着実に浸透しており、子育て中の親の負担感の緩和が図られています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

5年度 6年度 7年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
委託により、経費を最小限に抑えています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
親子が気軽に集まる場の提供を目的としており、利用者に負担を求めるものではあり

ません。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
毎月の広報誌の発行やホームページの公開などにより、多くの市民に利用していただ

けるよう社会的配慮を行っております。
Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

5年



婦は経済的な不安等が軽減され、安心して出産す 名称 母子生活支援施設入所件数 単位 件
　ることができます。 活

内容説明 母子生活支援施設に入所した世帯の数・母子生活支援施設に入所することで、生活の場を確保 動

　し、支援を受けながら自立に向けた準備をすることが 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

　できます。 標 予　定 1 1 1指標値
2

実　績 0 0 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

・経済的に困窮している妊産婦や母子生活支援施設への 標 予　定指標値
　入所が必要と認められる母子に対し、速やかに出産や 3

実　績 －－－　生活の場を確保できるよう、今後も継続して助産施設

　や女性相談支援員等の関係機関と連携を図る必要があ 名称 単位
　ります。 活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

関係機関と連携し、適切な支援を行います。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9301

一般会計

事務事業名 助産･母子生活支援施設入所事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 平澤　成一

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 将来を切りひらくことのできるこどもが育つまち

総合計画体系 施策分野 こども・若者

めざす姿 安心してこどもを産み育てることができている

児童福祉法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和33年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

妊産婦で助産費の負担が困難と認められる者、配偶者の 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
ない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の 事業費 2,508 1,450 3,131

監護すべき児童 人件費 769 803 803

目　的 総事業費 3,277 2,253 3,934

出産や生活の場を確保することで、妊産婦や配偶者のい 8年度事業費（予算額）財源内訳
ない女子及びその子どもの支援を図り、安心してこども 国支出金 1,565

を産み育てることができるまちの実現につなげます。 県支出金 782

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・妊産婦の申請により状況調査し、入所決定後、助産施 その他 0

　設（市立病院等）に入所手続きを行います。また自立 一般財源 784

　支援が必要と判断された配偶者のいない女子及びその 合　計 3,131

　子どもについて、母子生活支援施設に入所手続きを行 ３.活動内容
　います。 名称 助産施設入所件数 単位 件

活
内容説明 助産施設に入所した人の数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 4 4 4指標値
1

実　績 3 4 －－－成　果（効果･予測）

・妊産



年度) 8年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

・ひとり親家庭への経済的支援として、今後も引き続き 標 予　定指標値
　適正に助成を行う必要があります。 3

実　績 －－－・本制度を安定的に継続させていく必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

受給者資格異動に的確に対応し、手当の適正な支給に努めていきます。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9306

一般会計

事務事業名 ひとり親家庭等家賃助成事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 平澤　成一

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 将来を切りひらくことのできるこどもが育つまち

総合計画体系 施策分野 こども・若者

めざす姿 安心してこどもを産み育てることができている

大和市ひとり親家庭等の家賃の助成に関する条例

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 一部有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和49年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

住居として住宅を借り受けているひとり親家庭等 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 87,177 83,553 88,148

人件費 3,845 3,213 4,815

目　的 総事業費 91,022 86,766 92,963

ひとり親家庭等に対して家賃の助成を行うことにより、 8年度事業費（予算額）財源内訳
ひとり親家庭等の自立を支援し、安心してこどもを産み 国支出金 0

育てることができるまちの実現につなげます。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・申請に基づき、所得等の審査を行い、対象世帯に対し その他 0

　て、月額の家賃から２４，０００円を控除した額 一般財源 88,148

　（１０，０００円を上限）を支給します。 合　計 88,148

３.活動内容

名称 助成世帯数 単位 世帯
活

内容説明 家賃助成を行った世帯数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 785 768 740指標値
1

実　績 739 711 －－－成　果（効果･予測）

・ひとり親家庭等の経済的負担の軽減が図られます。 名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該



題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

・会員数が減少していることから、周知の取り組みが 標 予　定指標値
　課題となっています。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

会員数の減少等に伴い、周知の取り組みを進めつつ事業の見直しを行います。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9308

一般会計

事務事業名 母子寡婦福祉会支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 平澤　成一

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 将来を切りひらくことのできるこどもが育つまち

総合計画体系 施策分野 こども・若者

めざす姿 安心してこどもを産み育てることができている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和52年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

交付先：大和市母子寡婦福祉会「むぎの穂」 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 74 74 37

人件費 308 803 803

目　的 総事業費 382 877 840

大和市母子寡婦福祉会の活動を支援することで、母子家 8年度事業費（予算額）財源内訳
庭等の相互扶助を図り、安心してこどもを産み育てるこ 国支出金 0

とができるまちの実現につなげます。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・大和市母子寡婦福祉会「むぎの穂」に対し運営費補助 その他 0

　金を交付し、また、会の運営や定例会などの活動を支 一般財源 37

　援します。 合　計 37

３.活動内容

名称 会員数 単位 人
活

内容説明 大和市母子寡婦福祉会「むぎの穂」の会員数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 80 64 48指標値
1

実　績 48 42 －－－成　果（効果･予測）

・会員相互の親睦と相互扶助が図られることを通じて、 名称 事業支援回数 単位 回
　母子寡婦世帯の心身や生活の安定に寄与します。 活

内容説明 定例会・イベント等動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 8 8 8指標値
2

実　績 8 7 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　



、関係機関と連携し、不安や悩み 活
内容説明　を解消します。 動

・不安や悩みが解消され、ひとり親家庭等の自立促進が 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

　図られます。　 標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

・ひとり親家庭等の抱える問題は複雑多岐にわたるため 標 予　定指標値
　諸制度に精通した、専門性の高い相談業務を行うこと 3

実　績 －－－　が必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

支援員の資質向上に努め、相談業務の充実を図ります。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9309

一般会計

事務事業名 ひとり親家庭等相談事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 平澤 成一

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 将来を切りひらくことのできるこどもが育つまち

総合計画体系 施策分野 こども・若者

めざす姿 安心してこどもを産み育てることができている

母子及び父子並びに寡婦福祉法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和32年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

生活上の問題を抱えるひとり親家庭等 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 8,273 8,279 10,871

人件費 4,614 4,819 4,819

目　的 総事業費 12,887 13,098 15,690

相談に応じ自立に必要な情報提供等を行うことで、ひと 8年度事業費（予算額）財源内訳
り親家庭等の生活の安定と向上を図り、安心してこども 国支出金 1,656

を産み育てることができるまちの実現につなげます。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・生活上の問題等様々な相談に対応できるよう母子・ その他 0

　父子自立支援員を配置し、社会福祉協議会等の関係 一般財源 9,215

　機関と連携を図り、相談業務を行います。 合　計 10,871

３.活動内容

名称 相談件数 単位 件
活

内容説明 母子・父子自立支援員が受けた相談の延べ件数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 2,400 2,400 2,400指標値
1

実　績 3,201 2,701 －－－成　果（効果･予測）

・母子・父子自立支援員がひとり親家庭等に寄り添い、 名称 単位
　世帯の状況に応じて



年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

・ひとり親家庭への経済的支援として、今後も引き続き 標 予　定指標値
　適正に手当を支給していく必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

受給者資格異動（新規、喪失、額改定など）や税制改正に的確に対応し、手当の適正な支給に努めていきま

す。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9311

一般会計

事務事業名 児童扶養手当支給事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 平澤 成一

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 将来を切りひらくことのできるこどもが育つまち

総合計画体系 施策分野 こども・若者

めざす姿 安心してこどもを産み育てることができている

児童扶養手当法

根拠法令 名　称 児童扶養手当法施行令

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和37年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

ひとり親家庭等 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 736,414 748,195 780,412

人件費 13,458 15,261 16,863

目　的 総事業費 749,872 763,456 797,275

児童扶養手当を支給することで、ひとり親家庭等の生活 8年度事業費（予算額）財源内訳
の安定と自立の促進を図り、安心してこどもを産み育て 国支出金 259,770

ることができるまちの実現につなげます。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・申請に基づき、戸籍・所得等を審査し、認定後、申請 その他 0

  者に手当証書を交付し、手当を支給します。 一般財源 520,642
合　計 780,412

３.活動内容

名称 受給者数 単位 人
活

内容説明 児童扶養手当を受給しているひとり親家庭の保護者の人数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 1,507 1,420 1,353指標値
1

実　績 1,353 1,298 －－－成　果（効果･予測）

・ひとり親家庭等の経済的な安定を図ることができま　 名称 単位
　す。 活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8



活
内容説明 高等職業訓練促進給付金の申請者数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 17 17 8指標値
2

実　績 18 13 －－－

名称 高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金の申請者数 単位 人
活

内容説明 高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金の申請者数動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

・収入面、雇用条件等でより良い職に就き、経済的に 標 予　定 1 1 1指標値
　自立できる基盤を確保することが必要です。 3

実　績 0 0 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

ひとり親家庭の父および母の自立をさらに促進するため、国の施策に応じて必要な支援の推進を図ります。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9312

一般会計

事務事業名 母子家庭等自立対策支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 平澤 成一

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 将来を切りひらくことのできるこどもが育つまち

総合計画体系 施策分野 こども・若者

めざす姿 安心してこどもを産み育てることができている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成16年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

ひとり親家庭の父または母 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 17,872 10,901 13,464

人件費 1,538 2,410 2,410

目　的 総事業費 19,410 13,311 15,874

ひとり親家庭の父又は母の能力開発や資格取得を支援す 8年度事業費（予算額）財源内訳
ることでひとり親家庭の自立促進を図り、安心してこど 国支出金 8,481

もを産み育てることができるまちの実現につなげます。 県支出金 1,800

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・就職の促進のため、国の事業実施要綱に基づき資格 その他 0

　取得や教育訓練、高等学校卒業程度認定試験合格に 一般財源 3,183

　向けた講座の受講者に対して、申請を基に給付金を 合　計 13,464

　支給します。 ３.活動内容

名称 自立支援教育訓練給付金申請者数 単位 人
活

内容説明 自立支援教育訓練給付金の申請者数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 5 11 4指標値
1

実　績 2 5 －－－成　果（効果･予測）

・ひとり親家庭の生活の安定と自立支援に寄与するもの 名称 高等職業訓練促進給付金申請者数  単位 人
　です。



度 (当該年度) 8年度

標 予　定 21,389 20,530 20,270指標値
2

実　績 20,411 20,290 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

・受給にあたり申請が必要となるため、制度の周知に 標 予　定指標値
　努めます。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

受給者資格異動（新規、消滅、額改定など）に的確に対応し、手当の適正な支給に努めていきます。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
30623

一般会計

事務事業名 児童手当支給事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 平澤 成一

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 将来を切りひらくことのできるこどもが育つまち

総合計画体系 施策分野 こども・若者

めざす姿 安心してこどもを産み育てることができている

児童手当法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成24年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

高校卒業相当年齢までの児童を養育する父または母など 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 3,913,276 4,967,965 4,958,465

人件費 27,929 28,774 26,475

目　的 総事業費 3,941,205 4,996,739 4,984,940

児童手当を支給することで、家庭等における生活の安定 8年度事業費（予算額）財源内訳
を図り、安心してこどもを産み育てることができるまち 国支出金 4,043,306

の実現につなげます。 県支出金 454,128

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・高校卒業相当年齢までの児童を養育する父または母 その他 0

　などを対象に児童手当を支給します。 一般財源 461,031
合　計 4,958,465

３.活動内容

名称 対象児童数 単位 人
活

内容説明 手当の支給対象児童数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 34,444 33,559 32,704指標値
1

実　績 33,026 32,753 －－－成　果（効果･予測）

・子育て家庭の経済的な負担が軽減されます。 名称 受給者数 単位 人
活

内容説明 手当の受給者数動

指 6年度 7年



す。 名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

・入院が必要な未熟児に対し、医療機関と連携し必要な 標 予　定指標値
　医療の給付をしていくことが求められています。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

養育医療の対象となる乳児は、病院で案内されるため、遺漏なく申請につながっていると思われます。引き

続き公正に審査し、適正に事務手続きを進めていく必要があります。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
32428

一般会計

事務事業名 未熟児養育医療給付事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 平澤 成一

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 将来を切りひらくことのできるこどもが育つまち

総合計画体系 施策分野 こども・若者

めざす姿 安心してこどもを産み育てることができている

母子保健法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成25年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

出生体重２，０００グラム以下または諸機能が特に未熟 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
な乳児（最長で１歳の誕生日の前々日まで） 事業費 39,229 19,360 18,943

人件費 769 803 803

目　的 総事業費 39,998 20,163 19,746

養育のため入院が必要な未熟児に対し、必要な医療の給 8年度事業費（予算額）財源内訳
付を行うことで、乳児の健康増進を図り、安心してこど 国支出金 9,010

もを産み育てることができるまちの実現につなげます。 県支出金 4,505

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・出生体重２，０００グラム以下または諸機能が特に未 その他 0

　熟な乳児に医療券を交付し、指定医療機関に入院中の 一般財源 5,428

　保険診療費及び食事療養費（ミルク代）を給付しま 合　計 18,943

　す。 ３.活動内容

名称 審査支払件数 単位 件
活

内容説明 医療費を審査し、支払をした件数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 171 197 223指標値
1

実　績 214 191 －－－成　果（効果･予測）

・入院が必要な未熟児の健全な育成が図られていま



・改 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

　善を行います。 標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

・社会状況や経済情勢、ライフスタイルの変化に伴い、 標 予　定指標値
　多種多様に変化していく子育てニーズに対応する必要 3

実　績 －－－　があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 6年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

大和市こども計画の進行管理を的確に行います。

また、特定教育・保育施設の利用定員等に関する事項等を子ども・子育て会議において審議します。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
34297

一般会計

事務事業名 こども計画管理運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 政策調整係 平澤　成一

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 将来を切りひらくことのできるこどもが育つまち

総合計画体系 施策分野 こども・若者

めざす姿 すべてのこどもが大切にされ、すくすくと健康に育っている

子ども・子育て支援法

根拠法令 名　称 児童福祉法

こども基本法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成26年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市こども計画 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 6,328 589 633

人件費 11,535 6,426 5,622

目　的 総事業費 17,863 7,015 6,255

大和市こども計画の進行管理を行い、子育てをめぐる様 8年度事業費（予算額）財源内訳
々な課題に適切に対応することで、すべてのこどもが大 国支出金 0

切にされ、すくすくと健康に育つ環境を整えます。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・子ども・子育て会議において、大和市こども計画（大 その他 0

　和市子ども・子育て支援事業計画）の進行管理を行い 一般財源 633

　ます。 合　計 633

３.活動内容

名称 子ども・子育て会議の開催 単位 回
活

内容説明 会議の開催回数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 8 5 5指標値
1

実　績 8 6 －－－成　果（効果･予測）

・大和市こども計画に基づき、子育て支援施策の推進が 名称 単位
　図られます。 活

内容説明・ＰＤＣＡサイクルに基づき、計画に掲載した個別事業 動

　の評価、公表を継続して行うことで、課題の把握



該特定地域型保育事業所等 活
内容説明 第三者調査の受託者によるヒアリング、委員間打合せ等の保育の質の向上を図ります。 動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 0 20 15指標値
2

実　績 0 5 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

・終了時期について、ヒアリング等調査の進捗状況の影 標 予　定指標値
響が大きいことから、適宜確認を行う必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 － 6年度 － 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

調査計画期間が令和８年度末までであることから、令和８年度に当該事務を終了します。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
49278

一般会計

事務事業名 特定地域型保育事業所等第三者委員会設置運営事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 政策調整係 平澤　成一

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 将来を切りひらくことのできるこどもが育つまち

総合計画体系 施策分野 こども・若者

めざす姿 すべてのこどもが大切にされ、すくすくと健康に育っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

令和07年度 令和08年度 2年

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

特定地域型保育事業所等及び関係者 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 0 2,117 0

人件費 0 6,426 6,426

目　的 総事業費 0 8,543 6,426

第三者委員会が審議し、その結果を答申することで、保 8年度事業費（予算額）財源内訳
育の質の向上を図り、すべてのこどもが大切にされ、す 国支出金 0

くすくと健康に育つまちの実現につなげます。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・第三者たる弁護士２名及び学識経験者２名からなる第 その他 0

三者委員会を設置し、市長の諮問に応じ、専門的な知見 一般財源 0

に基づき、中立かつ公正な立場での審議、答申を行いま 合　計 0

す。 ３.活動内容
・各委員と契約を締結し、調査業務のほか、報告書の作 名称 調査対象事業所等 単位 所
成等を委託します。 活

内容説明 第三者調査の対象事業所動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 0 1 1指標値
1

実　績 0 1 －－－成　果（効果･予測）

・第三者委員会による事実関係の究明、原因の分析及び 名称 調査等実施回数 単位 回
再発防止の提言等をうけ、当



がいるため、制度および申請方法の 3
実　績 －－－　周知が必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 － 6年度 － 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

令和8年5月31日をもって申請が終了となり、手当の支給完了後、事業終了となります。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
49827

一般会計

事務事業名 物価高対応子育て応援手当支給事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 平澤　成一

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 将来を切りひらくことのできるこどもが育つまち

総合計画体系 施策分野 こども・若者

めざす姿 安心してこどもを産み育てることができている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

令和07年度 令和08年度 2年

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

令和７年９月分の児童手当受給者等 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 0 732,274 0

人件費 0 2,796 1,606

目　的 総事業費 0 735,070 1,606

手当を支給することで、長期化する物価高の影響を強く 8年度事業費（予算額）財源内訳
受けている子育て世帯を支援し、安心してこどもを産み 国支出金 0

育てることができるまちの実現につなげます。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・児童１人あたり２万円を支給します。 その他 0

一般財源 0
合　計 0

３.活動内容

名称 支給対象児童数 単位 人
活

内容説明 手当を支給した児童数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 0 38,000 1,901指標値
1

実　績 0 36,099 －－－成　果（効果･予測）

・長期化する物価高の影響を強く受けている子育て世帯 名称 単位
　を支援します。 活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

・本手当の性質上、速やかな給付が求められます。 標 予　定指標値
・申請が必要な方



要があり 標 予　定 0 600 0指標値
　ます。 3

実　績 0 600 －－－

名称 ひとり親家庭対象事業返還金 単位 千円
活

内容説明 返還額動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 0 982 0指標値
4

実　績 0 982 －－－

４.今後の方針等
5年度 － 6年度 － 7年度 Ⅲ：廃止または終了

国庫補助金等の超過交付分を返還する事業であり、令和７年度の単年度事業です。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
50291

一般会計

事務事業名 臨時特別給付金等補助金返還事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 平澤 成一

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 将来を切りひらくことのできるこどもが育つまち

総合計画体系 施策分野 こども・若者

めざす姿 安心してこどもを産み育てることができている

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律等

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

令和07年度 令和07年度 1年

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

国・県 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 0 11,108 0

人件費 0 80 0

目　的 総事業費 0 11,188 0

過年度事業費確定により、国庫補助金等の超過交付分を 8年度事業費（予算額）財源内訳
返還し、適正な補助金事務を行います。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・過年度事業費の確定後、国庫補助金等の返還を行い その他 0

　ます。 一般財源 0
合　計 0

３.活動内容

名称 子ども・子育て支援事業費補助金返還金 単位 千円
活

内容説明 返還額動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 0 8,843 0指標値
1

実　績 0 8,843 －－－成　果（効果･予測）

・事業実績に対し適正な補助額となるよう精算します。 名称 児童手当支給事業返還金 単位 千円
活

内容説明 返還額動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 0 683 0指標値
2

実　績 0 683 －－－

名称 子育て世帯臨時特別給付金補助金返還金 単位 千円
活

内容説明 返還額動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

・国庫補助金等の返還を適切かつ円滑に行う必


